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佐賀県の九州電力玄海原子力発電所を巡る動きから見えてきたこと 
  
１，日本大震災後の玄海原発をめぐる主な経過 

 全国の原発立地自治体の中で、福島第一原発の事故後、唯一積極的に再稼働を示唆

したのが、佐賀県玄海町の岸本町長だった。 
６月２１日 古川佐賀県知事が九州電力幹部と会いアドバイスする。この後、九電

は「やらせメール」を本社、子会社に要請。 
６月２６日 国主催の玄海原発に関する県民説明番組放送 
６月２９日 古川佐賀県知事は「安全性の問題はクリアされた。」と海江田経産大臣

に発言。 
７月６日  国会でやらせメール問題が追及される。 
７月下旬  経産省原子力安全・保安院が国主催のシンポジュウムで電力会社に参

加者の動員と発言などの「やらせ」を指示していたことが明らかにな

った。 
８月１日 古川知事は、これまで３度のすべての県知事選挙で九州電力から運動員

の派遣などの積極支援を受けていたことが明らかになった。 
 本来、住民の生活と安全を守るはずの自治体の県知事が、表向きに

は「原発の稼働再開について賛成派にも、反対派にも会わない」とブ

ログで公表しながら、実は九州電力幹部と会い、稼働再開に向けての

指示を行っていた。 
 
２ 自治体を買収するための国の交付金 

 資源エネルギー庁の試算によると、 出力１３５万キロワットの原発を建設すると周

辺市町村と都道府県に運転開始までの１０年間に計４８１億円、運転開始から４０年後

までの５０年間に計１３５９億円の交付金がもたらされるという。 
 玄海町の一般会計の歳入の６割が原発マネーで、昨年までの総額は２６５億円。玄海

町発注公共工事の 15％を、岸本町長のファミリー企業である「岸本組」が受注している。 
 佐賀県には今年度、電源立地地域対策交付金 ３６，７億円、核燃料サイクル交付金

１４，４億円、核燃料税 １９，６億円 このうち、玄海町には 電源立地地域対策交

付金 １６，４億円、核燃料サイクル交付金８，５億円、核燃料税 １，８億円が支払

われる予定だった。 
 このような交付金に基づいて、玄海町の岸本町長が公約で掲げた「薬草園」関連工事

では、「岸本組」が合計４億９３２０万円もの工事を受注しているほか、中山昭和・町議

会原子力対策特別委員長の次男が経営する「中山組」が計７８００万円の工事を落札し

ていた。 
  同事業は電源立地地域対策交付金や佐賀県核燃料サイクル補助金、いわゆる原発マネ
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ーであり、２社の受注金額合計は５億７１２０万円。 同事業の総額７億６０００万円

の７５％を２社で独占している。 
 これらの交付金の他にも、九州電力からは、佐賀県関連の事業に２００９年以降だけ

で計６５億円の寄附をしている。玄海町に隣接する唐津市の学校法人に２０億円、唐津

市の中心街の運営基金に５億円などの寄附を行っている。 
 
３ 自治体は、住民の意見を聞きながらどのような町づくりをしていくのかを議論してい

かなければならないにもかかわらず、国からの多額の交付金と利権によって地方自治体

のあり方を捻じ曲げてしまった。私たち市民がこれから情報公開と住民の政治参加をど

のように進めていくのかが問われている。 
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